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Ⅰ．自己紹介
1985年業界紙「保険情報」（月4回発行）入社。

保険業界に幅広い人的ネットワークを持つ。

現在、経営戦略、チャネル動向（営業職員、ラ
イフプランナー、来店型ショップ、プロ代理店、
銀行窓販、通販等）、マーケティング戦略、リス
クマネジメント、法制度問題など幅広く取材。

「保険マーケティング研究会」、「保険経営研究
会」などを主宰。

「保険業界の最新動向」などをテーマに内外で
講演を行う。



Ⅱ．生保の営業戦略



Ⅱー１ 生保の営業戦略—攻めと守り

①新規契約者を増やす---攻めの戦略

②契約者を他社に奪われない、離反させない

---守りの戦略

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
●一般的に生保の対顧客戦略は、「新契約獲得」と「保有純増」の２つにわけることができる。●攻めの戦略では、未開拓マーケット（１５歳未満、若年層など）の攻略と、保障見直しをきっかけとした他社契約の転換などが挙げられる。●消費者が「どのタイミング、どんな動機」で加入するかを、事前にキャッチすることは現実的に不可能なので、定期訪問を続け、「何かあれば○○○さんに相談してみよう」という信頼感を勝ち取ることが、結局、攻めにつながる。



Ⅱー２ 守りの戦略—顧客維持戦略
（保有純増）

①スウィッチングバリアの構築

②顧客満足度とロイヤリティの向上

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
※「スウィッチングバリア」（Switching Barrier)とは転移障壁の意味です。（１）加入後の時間の経過とともに満足度は低下する。これを防ぎ、長期にわたって高いレベルの顧客満足度を維持するためには、さまざまな顧客接点を通じてコミュニケーションをはかり、アフターフォローをしっかりすることが重要。（２）加入後のアフターサービスによって、契約者のロイヤリティを向上させる。それが継続率を高める上で重要な戦略となる。



Ⅱー３ ３社の営業戦略

日本生命 プルデンシャル生命 ライフネット生命

創業 120年 22年 3年

戦略 守り 攻め 攻め

保有契約件数 1200万件 230万件 2万件

チャネル 営業職員（女性） ライフプランナー（男性） インターネット

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
①日本の保険業界のリーディングカンパニーの日本生命。ライフプランナーによるコンサルティングセールスで伸びてきたプルデンシャル生命。インターネットによる非対面販売で、新しいマーケットを開拓しようとしているライフネット生命。②日本生命が守りの戦略なら、プルデンシャル生命とネットライフ生命は攻めの戦略。この３社の営業戦略を比較することで、日本の生保マーケットの現状を説明する。③その前に、１９９０年代後半からの生保マーケット構造の変化について説明。



Ⅲ.生保マーケット構造の変化



Ⅲ－１ 縮小する遺族保障マーケット

遺族保障の対象は、団塊世代（60代前半）
から「団塊ジュニア」（30代後半）に移る。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）生産年齢人口（１５歳～６０歳）の減少などで、保障マーケットは長期的に減少カーブを描くが、ここ数年は団塊ジュニアによって一定規模のマーケットが確保できる。（２）「死亡保障は人口が減少しているなかで縮小していくが、それでも死亡保障は中核的な保障として存在し続ける」というのが共通した見方。



Ⅲ－２ 拡大する生存保障マーケット

団塊世代（60年代前半）がシニア層となり、個
人年金、医療保険・介護保険のニーズが拡大。

40代、50代の独身者が増加、「自分のための
保険」（生存保障ニーズ）が求められている。

女性の社会進出の機会が増え、女性の雇用
者数も増加し、女性のライフスタイルは多様化
している。それに伴い女性マーケットが拡大。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）医療保険の開発競争とともに、医療保険に付随するサービス（セカンドオピニオンなど）も差別化ポイントになる。（２）朝日生命では「女性マーケット開発室」新設。女性だけのメンバーによる商品プロジェクトチームで商品開発が生保業界でも相次ぐ。（３）社会保障制度を「補完」するという役割はもっと大きくなるので、長期的には潜在成長力が期待できる。



Ⅲ－３ 雇用の非正規化
—収入不安時代に突入

①世帯主の非正規化率が高まる

②若年層の貧困化が深刻

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）世帯主の非正規雇用は2008年には世帯主全体の２割を超えている。（２）リストラなどにより正社員から非正社員なることによって、保険料負担能力が低下して、解約・失効につながる。（３）さらに、保有契約の減少という悪循環になっている。（４）若年層の就職難が深刻。景気循環の問題でなく、産業の構造的な問題が横たわっているだけに、解決には時間がかかる。（５）新卒者（大学、高校）でも正規雇用者になれない人が増え、将来設計を立てることができない。若年層マーケットの縮小につながり、生保にとっても大きな課題。



Ⅲ－４ 既契約マーケットの活性化

①保障見直しニーズは4割。

②いろいろな「既契約者接点」を通じて、コミュニケー
ションを図り、顧客基盤を維持する。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）保障見直しニーズは各種アンケートによると約４割ある。その２大ポイントは不足感と過剰感。（２）新契約の８割は既契約者から紹介された顧客などから生まれている。家庭内白地（奥さん、子ども）へのクロスセリングで、世代シェアＮｏ．１をめざす。解約防止につながる。（３）加入後の時間の経過に伴う満足度の低下を防ぎ、長期にわたって顧客満足度を維持することが、契約の継続率向上につながる。（４）加入後のサービス・情報提供では、「生保全般に関する相談」「加入状況の説明」「加入後の各種手続きの案内」などが効果的。



Ⅲ－５ チャネル動向

①加入チャネルのなかで、営業職員のシェア（件数）は長期低下。

②通信販売（インターネット含む）は9.1％。2000年以降少しずつ伸びている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）営業職員チャネルのシェアは 1997年の88.5％が2006年では66.3％に落ち込む。　　　2009年は1.9ポイントアップして、68.1％と低下に歯止め。　　　営業職員数は1990年の44万人をピークに長期低落傾向。　　　2008年約23万人。（２）　インターネット、通販、銀行窓販、来店型ショップが医療保険、年金の販売チャネルとして拡大。自分で商品を選びたいという要望の顕在化に伴い、チャネルも多様化してきている。



Ⅳ営業職員の概要

１、１社専属・専業。

２、採用源は主婦層が多い。

３、入社時点の月給は15万円前後。雇用関係あり。

社会保障制度あり。

４、初期育成に力を入れ、活動プロセスをポイント

化した指導。

５、保有件数（顧客数）も重視。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
●日本国内大手保険会社は以下のような取り組みをしている：（１）採用源は、営業職員の身の回りの人、自分の契約者など。（２）厚生年金、健康保険、雇用保険、長期勤務のメリットとして「退職金制度」などがある。（３）入社すると、職階は「研修職員Ⅰ」からスタート。「研究職員Ⅳ」（４つのランクを３ヶ月でクリア）までランクアップして、１年後に「営業主任」となる。（４）活動プロセスをポイント化して、業績（収入）に反映させる。（５）訪問１ポイント、テレアポや情報入手は２ポイント、設計書提示は４ポイントなど。それを積み重ね、１ヶ月に１０ポイント、あるいは１５ポイントになるように指導する。



Ⅴ．日本生命の営業戦略



Ⅴ－１ 持続的な成長力を生み出す3要素

①チャネル--- 営業職員の生産性アップ

②商品ポートフォリオ--- 収益力に応じた

商品のバランス

③継続率--- 収益基盤の強化

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）チャネルではとりわけ営業職員チャネルの質的な高度化が重要。人数を着実に増やしながら、一人あたりの効率を上げることが課題。（２）死亡保障などの主力商品のウェートを高め、全体の商品ポートフォリオのなかで、主力商品と他の商品とのバランスが適正レベルに維持できれば、将来の収益は確実に上がる。（３）継続率。新契約の量とその継続率で、将来の収益は決まる。新契約獲得とともに、継続率を高める活動に力を入れ、それを評価する「販売文化」を醸成している。



Ⅴ－２ 新統合計画が本格稼動
（2010年から）

①新事務サービス体制の構築

②わかりやすい商品の開発

③商品・事務サービスを支えるインフラ整備

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
●　保険に係わるすべての仕組みを、わかりやすさ・利便性の向上によるお客さまサービスの観点から見直すプロジェクトで、２００６年８月から順次進めている。



Ⅴ－３ 事務サービス体制の構築

■日本生命の「ずっともっとサービス」

保険金等の支払までの

充実したアフターサー ビス

サンクスマイルの提供

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
※「ずっともっと」とは長く深くの意味で、ここではずっと支える、もっと役立つという最高水準の保険サービスと最適なソリューションの提供を指します。（１）契約者ともに、「最適な保険」を作り、保険金等の支払までの充実したアフターサービス。（２）サンクスマイルを提供する。●長く継続する（100～200マイル）●保険を知る（200マイル）●アフターサービスに必要な情報を会社に提供（50～200マイル）●保険加入（200～500マイル）（３）サンクスマイルでの交換例：５００マイル：ランチボックス、目覚時計など。１０００マイル：ステンレスボトル、バスタオルなど。５０００マイル：体脂肪計付ヘルスメーター、電子辞書など。（4）先行予約キャンペーン（昨年８月開始）で、家族情報の登録は２８０万件、メールアドレス登録は１３０万件。



Ⅴ－４ わかりやすい商品の開発

①「みらいサポート」好調

②累計販売件数は231万件（昨年12月末）

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）日本生命の新商品『みらいサポート』は、総合医療特約を付加した定期付終身保険の愛称です。（２）２００８年１０月、「総合医療特約」を発売。６つの医療特約の機能を一つにまとめる。シンプルでわかりやすく、充実した保障をコンセプトに開発。６つの医療特約：●短期入院特約●災害入院特約●入院医療特約●成人病入院医療特約●女性疾病入院特約●通院特約（３）累計販売件数は２３１万件（昨年１２月末）。主力商品として業績を牽引。



Ⅴ－５ 商品・事務サービスを支える
インフラ整備

①どこでも「窓口」--- 営業職員の携帯端末の高
度化

②ペーパーレス化--- 手続きの簡素化

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）営業職員の携帯端末（パソコン）の高度化を図り、契約者を訪問した場所がどこでも「保険窓口」となる環境を整備。（２）新契約以外の手続きでは、携帯端末上で「お客さまID」と「パスワード」の認証によって簡素化を図る。（３）紙の使用を削減することで、年間約1.9億枚（約760ｔ）削減できる。



Ⅴ－６ ご契約内容確認活動

①最低年1回、契約者を訪問する

②1年目--- 既契約者への契約内容の説明

③2年目以降--- 契約内容、保険金、給付金等
支払事由の説明。直近1年間の入院、通院、
手術歴の確認。各種の無料サービスのご案内

成果： 失効・解約を抑える、追加契約、新規見
込客の紹介を得る。

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）保険金・給付金不払い問題をきっかけに、２００７年８月からスタート。すでに、既契約者１２００万人のうち面談率は80％前後。（２）契約者は、入院給付金や手術給付金は請求するが、他の特約からの給付については気づいていない。そこをいかに気づいてもらえるようにするか、その工夫が差別化ポイントになる。（３）平日に会えない契約者がまだ多い。土曜日の午前中に自宅に電話を掛けるとつながるケースも多い。（４）今後、活動方法を変えながら面談率を高める。（５）１３月目継続率は92.5％（２００８年度）で過去最高水準。（６）訪問した契約者の満足度は高くなり、解約・失効を抑える効果がある。訪問活動をした契約者からの追加契約があり、紹介も出る。（７）ご契約内容確認活動を営業職員の基本活動として位置づける。





Ⅴ－７ 営業職員への施策

①営業職員制度改正

2007年4月、評価体系を変える

「基本職務」として、アフターサービス・保全
活動の評価（給与に反映させること）を明確
に打ち出す。

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）既契約者を訪問して、契約内容の説明、手続き（名義変更、住所変更など）の活動を評価する体系に変える。（２）評価体系を変えて、２００７年８月からご契約内容確認活動を展開する。（３）入社６ヶ月間は、新契約よりもアフターサービスがきちんとできるように指導する。



②営業職員モデルの育成

はつらつ営業職員--- 将来の中核職員

求められる営業職員像を全社で共有化し、
全社的に育成する。

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
※「はつらつ」とは元気でいきいきしている意味で,ここでは積極的に営業現場で大いに活躍している営業職員のこと　を指します。（１）２００５年４月スタート。本社として求める人材を明確に打ち出し、全社で共有化する。（２）対象は入社６ヶ月から５年目まで。支社からの推薦。選抜条件はご契約内容確認活動がきちんとできること、保険販売に関する一定の知識をクリアしていること。（３）支社で個別にフォロー（集合研修など）するともに、年１回東京に全国から集まり研修をする。（４）はつらつ営業職員には、市場性の豊かな募集マーケット（企業）を優先的に付与する。（５）現在、はつらつ営業職員は５万人のうち１０００人。



③ランクアッププロジェクトの推進

テーマは、「マナー・知識」「ご契約内容確認
活動」「件数・修正保険金」「資格・給与」であ
る。

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）営業職員一人ひとりのランクアップを図る活動。（２）内容確認活動を実践することの結果として、業績があがり、それに伴って収入が上がるという好循環を定着させることを全社的に取り組んでいる。（３）ここでもベースとなっているのはご契約内容確認活動。



Ⅴ－８ 対面チャネルの複数展開

日本生命

法人職域ファイナンシャルコーディネーター 2200人
エリアサービスコーディネーター 420人
カスタマーサービスオフィス 550人
ライフプラザの訪問担当者 1550人

4つの対面チャネルに携わる人数は全体の

1割を占める。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
●日本生命では対面販売チャネルとして、既存の営業職員チャネルに加えてこのように４つの対面チャネルを作りました。①「法人職域ファイナンシャルコーディネーター」 － 東京、名古屋、大阪を中心に大企業を訪問して販売する。②「エリアサービスコーディネーター」－東京、名古屋、大阪の中堅企業の職域と企業向けの福利厚生のコンサルティングセールスをする。③「カスタマーサービスオフィス」－平日に会えない契約者を担当する。休みは月曜日。④「ライフプラザの訪問担当者」 － 来店型のライフプラザやインターネットで資料請求したお客さまを訪問して、資料の説明をする。



Ⅴ－９ 代理店チャネルの拡充

①銀行窓販（乗り合い・兼業代理店）

ジェットコースタービジネス---業績の変動が
非常に激しい。

銀行窓販は貯蓄性商品の有力なマーケット、
保険料は全体の2割を占める。

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）単年度の業績よりも、中長期的に成長軌道の乗せることを重視している。（２）商品ラインナップは定額年金、一時払終身、株価指数連動型年金プラチナドリームの３つ。（３）金融マーケットの状況（株式が上昇局面、下降局面など）に応じて、３つの商品でそれぞれのニーズ（安全性重視、収益性重視など）を取り込んでいく。（４）提携金融機関数は317。



②税理士チャネル（乗り合い・兼業代理店）

税理士を通じて中小法人に経営者保険を拡販。

代理店数は9400店、うち税理士が6200、プロ
代理店が2656など。税理士を中心に代理店設
置を進めており、全体の目標は1万店。

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）税理士代理店を専門的に担当する『エージェンシーパートナー』が、税理士への業務委託や稼動率の向上に重点的に取り組む。（２）代理店部門を立ち上げて１０年以上が経過し、税理士に対する日本生命のプレゼンスは少しずつ上がる。（３）税理士は、営業職員があまり得意ではない税制、事業承継など専門的なコンサルティングができる。



Ⅴ－１０ 損保商品の併売

①営業職員のトータルサービス活動

②ニッセイ同和損害保険の収入保険料の4割を
獲得

日本生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）日本生命は、資本・業務提携をしているニッセイ同和損害保険の株式３４％を保有。（２）２０１０年度に損保業界は３メガ損保に再編され、その流れのなかで、ニッセイ同和はあいおい損保と４月に合併。（３）あいおい損保は損害サービスに定評がある。２社が合併することで、ニッセイの営業職員が販売している自動車保険のサービスレベルを向上させることができる。



Ⅵ．プルデンシャル生命の営業戦略



Ⅵ－１ 保障性マーケットを重点的に開拓

①他社が第三分野にシフトするなかで、死亡保
障マーケットにこだわり続ける

②「face to face」のニードセールス

③世帯加入率3％でしかない

④MDRT会員692人
プルデンシャル生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）ライフプランナーが財産。ライフプランナーは３１１０人、うち女性は２３５人。（２）お客さまからヒアリングして、コンサルティングを行い、オーダーメイドの保障設計をする。このニードセールスは創業以来変わらない。（３）トップライフプランナーの基本姿勢。　　「必ず夫婦が揃ってところで面談をする。ご主人には、愛する家族の生活を守ろうとする姿勢こそが、深い愛情表現であることに気づいてほしい。生命保険は人生で最後のラブレターです」（４）保有契約２３０万件として、世帯数では１４０万世帯ぐらい。全国４５００万世帯からみると、世帯カバー率は3％でしかない。マーケット開拓の余地は十分にある。（５）ライフプランナーのクオリティーを示す指標として、ＭＤＲＴ会員数を重視。



Ⅵ－２ ライフプランナーの育成

①入社3ヶ月研修の強化

１ヶ月--- FTP (First Month Training Program) 
知識教育、ロープレなど。

2、3ヶ月--- ＩＴＰ（Initial Month Training Program) 
営業所長との同行支援などジョイント
ワークを繰り返す。

②中堅向けのマイスター制度

プルデンシャル生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
※「マイスター制度」（Meister)とは職人技の伝授の意味です。（１）入社３ヶ月間の研修が非常に重要。ベースマーケットから開拓するが、その契約者からの紹介入手スキル高めることが、ライフプランナーとして成功するために不可欠。ゼロからのマーケット開拓をする。（２）早期育成では、営業所長との緊密な連結が非常に重要。売れなければ、その問題点を営業所長と一緒に解決する。その積み重ねが育成率を高める。（3）マイスター制度（オフィシャルな制度ではない）は中堅ライフプランナーが対象。（4）エグゼクティブライフプランナー（１３３人）がマニュアル化できない「職人技」の部分を、日常活動のなかで、個別に教える。（5）中堅ライフプランナー３人まで受け持つ。



Ⅵ－３ 新しい組織づくり

①ダイヤモンドプロジェクト

②女性マネジャーによる組織づくり

プルデンシャル生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）３年前からスタート。まず、女性の営業所長を採用して育成。現在１５人の営業所長が女性ライフプランナーを採用。２つの支社（２０人ぐらい）を作るのが目標。（２）女性ライフプランナーだけの組織をマネジメントした経験がない。女性だけのマネジメントは難しいので、男性ライフプランナーも３割ぐらい在籍させる。



Ⅵ－４ 新しいサービスの展開

①三井中央信託と提携（2008年11月から）

②信託業務の取り次ぎ

③遺言信託、遺産整理

プルデンシャル生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）富裕層向けの新しいニーズとして導入。（２）年間の死亡保険金支払い件数は約３０００件。（３）遺言に関する相談、遺族からの遺産整理に関する相談が少なくない。（４）ライフプランナーは遺言信託、遺産整理の案内をする。



Ⅶ．ライフネット生命の営業戦略



Ⅶ－１ 加入者のプロフィール

①都市部に住むＩＴリテラシーが高い30代男性

②子供ができたことをきっかけに2000万円弱の
定期保険に加入

③年間保険料は４～5万円

ライフネット生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）７割を占める定期保険の平均保障額は１８００万円。平均年換算保険料は４万６０００円。（２）契約者の４６％が新規に加入。３６％は既契約の見直し。（３）最も多い加入のきっかけは「出産」。ベビー用品ショップと業務提携。



Ⅶ－２ 業績アップの公式
＝認知率×商品数×申込率

①認知率は6％

②商品数は2つからスタートして、2月に新商品
発売

③申込数は今年2月、1日当たり100件を上回る

ライフネット生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）認知率６％（2009年7月調査）で生保のなかでも一番低い。この認知率が10％になると仮定。（２）商品を毎年１つずつ追加していき、10年後には10のラインナップとなると仮定。（３）申込率が１日平均200件、300件と増加。（４）この条件を想定すると、成長のシナリオを十分に描くことができる。



Ⅶ－３ ２年間の業績の推移

①保有契約件数は今年2月に2万件突破。

②保有契約金額は2700億円。年換算保
険料は9億4500万円。

③2月の新契約件数は1920件で、前年
同月と比べ2.8倍増。

ライフネット生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）2月末では2万1300件。保有件数の内訳は、商品別が「家族への保険」1万5000件、「自分への保険」6200件。（２）2月の申込件数は2900件で、2ヶ月連続で最高記録を更新。１日あたりの申込件数は105件となり、初めて100件を上回った。（３）2月の新契約件数は1920件で、前年同月と比べると2.8倍に増加。



Ⅶ－４ ネットと「人的要素」の融合

①バーチャル支店---「顔の見える」会社

②個別の生命保険相談

ライフネット生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）ウェブサイト上で「バーチャル支店」を開設。都道府県ごとに、何らかのつながりを持つ社員が支店長として、それぞれの申込者数や傾向などの情報を発信する。（２）心理的な距離を縮める。身近な存在にする。（３）加入検討中から手続き完了までに導くプロセスでは本社スタッフとやりとり、ネットで完結するわけではない。「face to face」も重要と認識している。（４）資料請求者に対する働きかけ、個別の生命保険相談、申込が途中で止まっている人へのフォローを行う。



Ⅶ－５ ライフネット生命の問題提起

①情報公開

②インターネットによる事業の効率化

ライフネット生命

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１）付加保険料の公開。2008年に「じぶんへの保険」「かぞくへの保険」を公開。ウェブサイトのアクセスが急増。（２）2009年5月、金融庁の金融審議議会の『保険基本問題に関するワーキング・グループ』の答申である「中間論点整理」の中に、情報提供義務、適合性の原則、募集文書、広告規制、募集主体、募集コスト開示、募集人の資質向上、が挙げられている。（３）対面か非対面かではなく、事業の効率化のためにどれだけインターネット（ＩＴ技術）を効果的に活用できるか。これが今後の競争力を左右する。



Ⅷ今後の営業戦略

保有純増サイクル

定期訪問

収益力向上

顧客満足

ロイヤリティー向上

世帯のメーン化

顧客紹介ブランド力向上

継続率アップ

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
定期訪問（訪問頻度を高め、リレーションシップ構築）　　↓ロイヤリティー向上（信頼感の醸成）　　↓世帯のメーン化（解約防止の効果）　　↓顧客紹介（新規開拓コストの低減）　　↓ブランド力向上（契約者から強力な支援者へ）　　↓継続率アップ（顧客基盤の安定化と拡大）　　↓収益力向上（新たに付加価値の高い商品・サービスの開発で優位）　　↓顧客満足・感動（期待を超えた提案・サービスの提供）★これまで説明してきたことをまとめたのが保有純増サイクル。（１）既契約者の本当のニーズを理解できる能力を高める。（２）消費者からみて、すぐわかるような明確に差別化されたサービスを提供する。（３）新しいニーズを他社よりも早くキャッチして革新的な商品を迅速に投入する。（４）マルチチャネルの相乗効果が発揮できるマネジメントを行い、あらゆる顧客接点での満足度を高める。



♦資料
生命保険加入状況（民間生保・簡保・ＪＡ共済合算）

世帯当たりの加入件数 4.2件

世帯当たりの加入保険金 2912万円

世帯主の加入保険金 1790万円

一世帯当たりの保険料 45.5万円

世帯加入率
86.0％

うち個人年金世帯加入率

22..2％

（生命保険文化センター 2009年度生命保険に関する全国実態調査）
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